
【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月29日 

【事業年度】 第50期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

【会社名】 前澤給装工業株式会社 

【英訳名】 MAEZAWA KYUSO INDUSTRIES CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  尾崎 武壽 

【本店の所在の場所】 東京都目黒区鷹番２丁目13番５号 

【電話番号】 ０３（３７１６）１５１１(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理部長  兼 茂雄 

【最寄りの連絡場所】 東京都目黒区鷹番２丁目13番５号 

【電話番号】 ０３（３７１６）１５１１(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理部長  兼 茂雄 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 23,298 23,062 24,061 24,850 25,017 

経常利益（百万円） 2,919 2,291 3,525 3,500 3,187 

当期純利益（百万円） 1,444 1,122 1,651 1,950 1,790 

純資産額（百万円） 24,495 25,220 27,170 28,357 30,212 

総資産額（百万円） 33,424 32,940 34,352 35,991 38,559 

１株当たり純資産額（円） 1,530.77 1,575.19 1,696.48 1,769.86 1,885.96 

１株当たり当期純利益（円） 90.28 69.16 101.65 119.49 109.64 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 73.29 76.57 79.10 78.79 78.35 

自己資本利益率（％） 5.90 4.45 6.30 7.02 6.11 

株価収益率（倍） 7.98 7.88 11.63 13.63 18.17 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

2,921 2,563 1,522 3,113 2,690 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△1,334 △1,496 △1,826 △808 △2,139 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△746 △666 △615 △930 △493 

現金及び現金同等物の 

期末残高（百万円） 
6,460 6,860 5,941 7,846 7,953 

従業員数（人） 456 463 460 556 611 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第48期の１株当たり配当額30円には、特別配当金15円が含まれております。 

第49期の１株当たり配当額33円には、特別配当金３円が含まれております。 

第50期の１株当たり配当額38円には、東京証券取引所市場第一部指定の記念配当金５円、50期記念配当金

３円、計８円が含まれております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 23,028 22,742 23,803 24,546 24,727 

経常利益（百万円） 2,849 2,236 3,512 3,524 3,180 

当期純利益（百万円） 1,359 1,093 1,640 1,996 1,847 

資本金（百万円） 3,358 3,358 3,358 3,358 3,358 

発行済株式総数（株） 16,005,600 16,005,600 16,005,600 16,005,600 16,005,600 

純資産額（百万円） 24,489 25,189 27,115 28,576 30,293 

総資産額（百万円） 33,023 32,616 33,995 35,854 38,244 

１株当たり純資産額（円） 1,530.08 1,573.22 1,693.06 1,783.54 1,890.99 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額) 
 15.00(7.00)  15.00(7.00) 30.00(7.00) 33.00(15.00) 38.00(20.00) 

１株当たり当期純利益（円） 84.92 67.34 100.99 122.38 113.23 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 74.16 77.23 79.80 79.70 79.21 

自己資本利益率（％） 5.75 4.34 6.27 7.17 6.28 

株価収益率（倍） 8.48 8.09 11.70 13.31 17.59 

配当性向（％） 17.7 22.3 29.7 26.5 32.9 

従業員数（人） 451 457 451 416 438 



２【沿革】 

年月 事項

昭和32年１月 東京都目黒区鷹番町107番地に資本金５百万円にて、東京水道工業株式会社を設立。 

昭和38年４月 北海道札幌市に北海道営業所を設置。 

昭和40年10月 前澤給装工業株式会社に商号を変更。 

昭和43年１月 本社を東京都目黒区鷹番２丁目13番５号に移転。 

昭和43年４月 宮城県仙台市に仙台営業所を設置。 

昭和43年10月 埼玉県北葛飾郡幸手町（現 幸手市）に埼玉工場を設置。 

昭和43年11月 愛知県名古屋市に名古屋駐在所（現 名古屋営業所）を設置。 

昭和44年２月 福岡県福岡市に九州営業所を設置。 

昭和46年６月 埼玉県北葛飾郡幸手町（現 幸手市）に北関東営業所（現 埼玉営業所）を設置。 

昭和47年４月 埼玉工場が社団法人日本水道協会の指定検査工場に指定。 

昭和49年９月 大阪府大阪市に大阪営業所を設置。 

昭和51年４月 東京都目黒区に東京営業所を設置。 

昭和52年１月 新潟県新潟市に新潟出張所（現 新潟営業所）を設置。 

昭和54年10月 青森県青森市に青森出張所（現 青森営業所）を設置。 

昭和55年４月 石川県金沢市に北陸出張所（現 北陸営業所）を設置。 

昭和58年10月 広島県広島市に広島出張所（現 広島営業所）を設置。 

昭和60年５月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島駐在所（現 鹿児島営業所）を設置。 

昭和63年４月 愛媛県松山市に四国営業所、北海道釧路市に釧路駐在所（現 釧路営業所）を設置。 

昭和63年10月 前澤実業株式会社を合併。 

平成３年５月 静岡県静岡市に静岡営業所を設置。 

平成３年10月 株式を日本証券業協会に店頭登録。 

平成４年４月 秋田県秋田市に秋田営業所を設置。 

平成４年10月 東京都羽村市に東京西営業所を設置。 

平成６年３月 福島県安達郡白沢村に福島工場を設置。 

平成６年４月 千葉県千葉市に千葉営業所を設置。 

平成６年６月 神奈川県横浜市に横浜出張所（現 横浜営業所）を設置。 

平成６年10月 岡山県岡山市に岡山駐在所（現 岡山営業所）を設置。 

平成７年11月 京都府京都市に京都営業所を設置。 

平成８年３月 福島工場を増設し、架橋ポリエチレン管の製造を開始。 

平成８年６月 茨城県土浦市に茨城営業所を設置。 

平成９年３月 屋内給水設備のノウハウ構築のため、藤伸商事株式会社に出資。 

平成９年11月 福島工場が品質保証国際規格「ISO9001」の認証取得。 

平成10年２月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成10年11月 釧路営業所に寒冷地実験設備を設置。 

平成11年７月 福島工場が日本工業規格(JIS)表示許可工場に認定。 

平成11年10月 熊本県熊本市に熊本出張所を設置。 

平成12年２月 栃木県宇都宮市に栃木営業所を設置。 

平成12年３月 群馬県前橋市に群馬営業所を設置。 

平成12年６月 大阪府大阪市に大阪物流センターを設置及び大阪支店（現 大阪営業所）を移転。 

平成13年４月 長崎県長崎市に長崎出張所を設置。福島工場に新型太陽光発電システム完成。 

平成14年１月 環境マネジメントシステム国際規格「ISO14001」の認証取得。 

 前澤給装（南昌）有限公司を設立。（中国江西省南昌市） 

平成14年６月 福島工場が電気用品安全法適合性検査許可（電熱器具類）を取得。  

平成14年７月 福島県郡山市に福島営業所を設置。 

平成15年４月 岩手県盛岡市に盛岡出張所を開設。 

平成16年２月 ＱＳＯサービス株式会社を設立。（埼玉県幸手市） 

平成16年３月 埼玉工場を福島工場に統合。 

平成16年４月 新素材（鉛フリー銅合金）による製品の生産を開始。 

平成17年９月 株式を東京証券取引所市場第二部から市場第一部銘柄指定。 

平成18年１月 前澤給装（南昌）有限公司が品質保証国際規格「ISO9001」の認証取得。 

平成18年３月 福島工場にステンレス製品生産ラインを設置。 



３【事業の内容】 

当社は、設立以来、給水装置の総合メーカーとして、水道用給水装置（各種バルブ、継手類）および宅内給水給湯

配管材料の製造・販売を行っております。施工性を重視した製品開発に力を注ぎ、量水器周りの給水装置ユニット

化、架橋ポリエチレン管の自主生産による給水・給湯配管部材のユニット化、寒冷地向けユニット配管システムの開

発等、「水」に係わる事業を展開しております。 

当企業グループは、前澤給装工業株式会社（当社）および子会社３社（藤伸商事株式会社、前澤給装（南昌）有限

公司およびQSOサービス株式会社）で構成しております。 

藤伸商事株式会社（連結子会社）は、当社営業部門と連携して、屋内配管設備の設計・施工及び配管付属品の販

売を事業内容とし、主に当社が製造する給水給湯システム（ＱＵＭＥＸ）の施工及び販売を行っております。 

前澤給装（南昌）有限公司（連結子会社）は、中国江西省南昌市に設立した当社100％の出資の現地法人であり、

水道用給水装置の製造販売を事業内容とし、当社が販売する製品のうち、主に標準品を中心に製造しております。 

また、QSOサービス株式会社（非連結子会社）は、平成16年2月に設立した当社100％の出資子会社で、当社製品の

梱包および荷捌き業務を事業内容としております。主に、北関東地区における当社営業所が販売する製品を取り扱っ

ております。 

[事業系統図] 

事業の系統図は次のとおりであります。 

（注）※１ 非連結子会社で持分法非適用会社 

※ 給水装置とは、「道路に布設されている配水管から分かれて、各家庭に引き込まれている給水管、これに取付

ける分水栓、止水栓、量水器、給水栓（蛇口）などの器具」を指しますが、当社グループは、このうち、給水

管および給水栓は製造しておりません。 

※ 量水器とは、「需要者が給水装置から給水を受けとるとき、給水量を計量するために水道事業体等が支給する

水道用計量器（水道メータ）」を指します。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

当社グループは、水道用給水装置機材器具に関する単一事業分野において、事業活動を展開しているため、 

次の部門で記載しております。 

（注）１.従業員数は平成18年３月31日付退職者数を含んでおります。なお、同日付退職者数を含まない従業員数は、

608人であります。 

２.従業員数は、就業人員であり、嘱託（15人）、パートタイマー（5人）は含んでおりません。 

(2）提出会社の状況 

（注）１.従業員数は平成18年３月31日付退職者数を含んでおります。なお、同日付退職者数を含まない従業員数は、

435人であります。 

２.従業員数は、就業人員であり、嘱託（14人）、パートタイマー（4人）は含んでおりません。 

３.平均年間給与（税込）は、平成17年４月から平成18年３月までの１年間に支払われた給与の１人当たりの

平均であり、基準外賃金、賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の内容
議決権の所有割合
     （％） 

関係内容

藤伸商事株式会社 
神奈川県横浜市

港北区 

（百万円）

11 
給水給湯設備の

販売・施工 
97.2 

事業上の関係 

当社製品の販売 

役員の兼任等 

１名 

前澤給装（南昌） 

有限公司 

中国江西省 

南昌市 

（百万人民元）

102 

給水装置の製造

販売 
100.0 

事業上の関係 

当社製品の製造

販売 

役員の兼任等 

４名 

  平成18年３月31日現在

部門グループ名 従業員数（人） 

生産部門 302 

営業部門 233 

研究開発部門 33 

本社部門 43 

合計 611   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

438 35.1 11.1 5,352,439 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や民需の増加を受けて、設備投資や個人消費などが緩や

かに増加し、また日本銀行の量的金融緩和政策が5年ぶりに解除されるなど、景気回復の兆しが一段と現れてまい

りました。 

当社グループの属する給水装置業界におきましては、住宅建設投資が増加（国土交通省「新設住宅着工戸数統

計」によりますと、平成17年度は総数で前年同期比4.7％増）いたしましたが、新設戸建住宅の減少（同上統計に

よりますと、平成17年度は持家総数で前年同期比4.0％減）や長引く公共投資の低調な推移、あわせて給水装置の

主要原材料である銅の価格続騰など、総じて厳しい事業環境でありました。 

このような環境の下で、当社グループにおきましては、会社指針（Quality, Safety & Originality『品質は人

格であり、安全は協調であり、独創は改革である』）に基づき、「きれいな水、安全な水、おいしい水」のご提供

を目指し、あわせて50期の記念すべき年度に相応しい業績を確保するため、以下のような施策を実施いたしまし

た。 

営業面におきましては、戸建住宅の需要減少等に起因する主力品「サドル付分水栓」（分岐弁）やハウスメーカ

ー向け「給水給湯配管ユニット」（当社商標QUMEX）の売上減などをカバーするべく、市場動向にあわせて、分譲

マンション向けのトレンド製品である「メータセット」（水道メータ廻りの給水装置ユニット）の販売促進に注力

し、あわせて給水関連商品（樹脂や鋳鉄などの配管材料等）の取扱いを増やすなど、懸命に営業収益の向上を目指

してまいりました。そのために、営業力強化を図った増員を実施し、シェア向上と、よりきめ細やかな営業活動を

展開してまいりました。また新規事業部門においては、水道メータ事業専門の「メータ事業部」と、床暖房用温水

マットなどを扱う「暖房事業部」を新たに発足させ、早期に事業の一角として確立させるべく、体制を整備いたし

ました。 

生産面におきましては、主要原材料である銅の価格高騰による負担を吸収し、かつ製造原価の低減を図るため、

福島工場の効率化を推進いたしました。また海外生産子会社「前澤給装(南昌)有限公司」稼働による効果を早期に

現実化させるため、国内既存機械設備の移転や生産技術の供与などを積極的に進め、生産量を倍増できる体制を整

備いたしました。また東京都水道局の給水装置素材変更（ステンレス化）にいち早く対応するため、福島工場内に

ステンレス製造ラインを設置し、生産体制を整備したことにより、結果、他社に先駆け、同水道局からステンレス

製給水装置の第１号認証を受けることができました。 

以上の結果、売上高は250億17百万円（前連結会計年度比0.7％増）、経常利益31億87百万円（同8.9％減）、当

期純利益17億90百万円（同8.2％減）と、売上高につきましては微増ながら過去最高を更新いたしました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益31億14百万

円、減価償却費10億22百万円、法人税等の支払額15億86百万円、固定資産の取得に伴う支出18億79百万円などによ

り、前連結会計年度に比べ１億７百万円増加し、当連結会計年度の資金は79億53百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、26億90百万円となり、前連結会計年度に比べ４億22百万円減少いたしました。

この主な要因は、前連結会計年度に比べ税金等調整前当期純利益が３億６百万円減少、減価償却費が１億４百万

円減少、法人税等の支払額が２億44百万円増加したことなどによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）     

投資活動に使用した資金は、21億39百万円となり、前連結会計年度に比べ13億30百万円増加いたしました。 

この主な要因は、当社営業ビル（東京都目黒区）の隣接不動産を購入したことや、営業系の新システムを構築し

たことなどによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は、４億93百万円となり、前連結会計年度に比べ４億37百万円減少いたしました。 

この主な要因は、前連結会計年度において当社の借入金が完済（３億円）したことなどによるものであります。



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の水道用給水装置機材器具の生産実績を各品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．給水バルブとは止水栓、分水栓、分岐弁、小型空気弁などであります。 

２．継手とは青銅継手（ＫＭＰ継手、ろくろ継手など）、ステンレス継手（ＭＳＪ継手）、各都市型継手などであ

ります。 

３．金額は販売価格で表示しております。 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) 商品仕入実績 

 当連結会計年度の水道用給水装置機材器具の商品仕入実績を各品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．樹脂配管材料とは塩ビ管、塩ビ管継手、ポリエチレン管などであります。 

２．鋳鉄配管材料とは上水仕切弁、消火栓、筐類などであります。 

３．その他とは他社製給水バルブ及び継手類などであります。 

４．金額は仕入価格で表示しております。 

５．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注状況 

 当社グループ製品は需要予測に基づく見込生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

 なお、当連結会計年度の水道用給水装置機材器具の工事受注は、次のとおりであります。 

（注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

前年同期比（％） 

給水バルブ    （百万円） 8,469 94.6 

継手       （百万円） 11,338 92.5 

合計       （百万円） 19,808 93.4 

品目別 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

前年同期比（％） 

樹脂配管材料   （百万円） 1,634 109.2 

鋳鉄配管材料   （百万円） 729 114.0 

その他      （百万円） 2,426 104.3 

合計       （百万円） 4,790 107.4 

品目別 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

建築工事 89 91.7 22 43.9 

合計 89 91.7 22 43.9 



(4) 販売実績 

 当連結会計年度の水道用給水装置機材器具の販売実績を各品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．給水バルブとは止水栓、分水栓、分岐弁、小型空気弁などであります。 

２．継手とは青銅継手（ＫＭＰ継手、ろくろ継手など）、ステンレス継手（ＭＳＪ継手）、各都市型継手などで

あります。 

３．樹脂配管材料とは塩ビ管、塩ビ管継手、ポリエチレン管などであります。 

４．鋳鉄配管材料とは上水仕切弁、消火栓、筐類などであります。 

５．商品（その他）とは他社製給水バルブ及び継手類などであります。 

６．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

７．渡辺パイプ株式会社は当連結会計年度より総販売実績に対する割合が100分の10を超えたため記載しておりま

す。 

８．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

前年同期比（％） 

製品     

給水バルブ    （百万円） 8,457 100.7 

継手       （百万円） 10,656 97.5 

小計       （百万円） 19,114 98.9 

商品     

樹脂配管材料   （百万円） 1,820 107.4 

鋳鉄配管材料   （百万円） 784 116.6 

その他      （百万円） 3,180 104.6 

小計       （百万円） 5,784 106.9 

工事     

建築工事     （百万円） 118 107.3 

小計       （百万円） 118 107.3 

合計       （百万円） 25,017 100.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

渡辺パイプ株式会社  － － 2,757 11.0 



３【対処すべき課題】 

当社グループの対処すべき主な課題は以下のとおりであります。  

(1) 時代に相応しく、かつユーザーに喜ばれる製品の開発に経営資源を投入してまいります。 

(2) 更なる収益向上を目指すため、銅価格の高騰を適正に販売価格に反映させてまいります。 

(3) 銅価格の高騰による原価への影響を最小限に抑えるため、全社的なコスト削減を目指してまいります。 

(4) 海外生産子会社の生産量を倍増し、グループ全体の原価を減少させてまいります。 

(5) 営業人員の増員効果を売上増に繋げ、実のあるものとしてまいります。 

(6) 新規事業分野である水道メータ事業を、早い段階で業績に寄与できるよう活動してまいります。 

また、企業の社会的責任の重要性を認識し、会社指針のとおり、安全な製品提供はもちろんのこと、内部統制シス

テムの整備によるコーポレートガバナンスの一層強化や環境マネジメントシステムの更なる浸透、適時情報開示など

のＩＲ活動の充実を図り、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーの期待と要望にお応えするべく、全力

で取り組む所存でございます。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提

出日（平成18年6月29日）現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 新設住宅の着工動向について 

当社グループは主に住宅の給水・給湯に関する製品を製造販売しており、市場の景気後退等による住宅着工数

の減少、落ち込みは、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。  

(2) 原材料市況の動向について 

当社グループの製品は、原材料市況動向により販売価格交渉を行なっておりますが、国際的な資源需給の変動

により、更なる原材料価格の高騰の可能性があります。原材料価格の高騰が販売価格へ適正に反映されない場

合、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 海外進出に潜在するリスクについて 

当社グループは、製品のコスト削減目的で、中国に現地法人を設立しておりますが、中国現地法人からの仕入

について、以下に掲げるようなリスクが存在し、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

・ 想定外の法的、または規制面の変化 

・ 社会的、政治的および経済的な状況の変化 

・ 為替相場の変動による影響 

・ テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱 

(4) 取引先の信用リスクについて 

当社グループが今後販売規模を拡大していく中で、景気後退等により重要な取引先が破綻した場合には、貸倒

引当金を大幅に超える貸倒損失が発生するなど、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 事業にかかわる法規制について 

当社グループの主な製品は水道法、一部の製品は電気用品安全法、優良住宅部品の認定基準により規制されて

おります。さらに、埋設関連製品群は、各水道事業体の様々な仕様に基づいております。今後、これらの関連す

る法令、基準等が改正された場合、製品を供給するための新たな技術力、生産設備の導入が必要となり、経営成

績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 製造物責任について 

当社グループは、製品の開発、製造および販売により、潜在的な製造物責任を負う可能性があります。当該責

任によっては、重大な賠償責任を負うことも考えられ、それが経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(7) 生産の停滞、遅延等について 

当社グループの生産拠点である工場において、自然災害、火災等の要因により、生産活動の停滞、遅延等が起

こった場合、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社グループは、お客様のニーズや市場の変化に的確に対応した独自製品の研究開発に努めております。より付

加価値の高い水道用給水装置、屋内給水給湯配管システムの関連部材、暖房システムの関連部材などの製品開発を

進めております。また、各種金属材料に対応した金型の設計技術をはじめ、鋳造・加工・組立・検査などの総合的

な生産技術開発もあわせて進めております。 

当連結会計年度におきましては、特に重点を置きました製品開発は、以下のとおりであります。 

① 水道用給水装置におきましては、防食性能と、より施工の簡便性を兼ね備えた「ステンレス製給水装置」の

開発。 

② 屋内給水給湯配管システムの関連部材におきましては、耐久性能と、より施工の簡便性を兼ね備えた「管ワ

ンタッチ接合式継手」、「融着用二層管および管継手」の開発。 

③ 暖房システムの関連部材におきましては、より保温性能を向上させ、より高効率を求めた「床暖房用温水マ

ット」の開発。 

また、環境への配慮も積極的に行ってまいりました。当連結会計年度は、製品の重要部を保護するプラスチッ

ク製キャップを「再生紙製」へと変更するなど、環境負荷の低減を重視してまいりました。 

当連結会計年度における研究開発費の総額は、３億８７百万円であります。なお、平成１８年３月３１日現在

における国内の工業所有権の総数は、１５２件(うち出願中６６件）であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ています。この連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 ２ 財務

諸表等 重要な会計方針」に記載されているとおりであります。 

 なお、損益及び資産の状況に影響を与える見積りは、過去の実績やその時点での情報に基づき合理的に判断し

ておりますが、実際の結果は見積りそのものに不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 (2) 当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度の経営成績の概況につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」に記載

されているとおりであります。 

 (3) 経営成績に影響を与える要因 

経営成績に影響を与える要因につきましては、「第４ 事業等のリスク」に記載されているとおりでありま

す。 

 (4) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループは、コンプライアンス経営を基本に、お客様のニーズを早く汲み取り、早くご提供することが可

能な「地域密着型」の営業活動を展開し、水道用給水装置業界におけるトップシェアを維持してまいります。ま

た事業環境の変化へも、いち早く対応できる経営体制により、継続的かつ安定的に高い収益を計上できる事業体

質の構築を目指してまいります。 

 (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析  

資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キ

ャッシュ・フローの状況」に記載されているとおりであります。 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

主に、当社グループの主力分野である水道用給水装置につきましては、国内において社会インフラの整備がほ

ぼ一巡していることや、人口が減少へ向かうことなどにより、高い成長は期待し難い状況にあります。また、主

要製品の原材料である「銅」の価格暴騰が原因となり、原価を悪化させることは必至の状況となっております。

上記のような問題に対処するため、当社グループは安定した主力分野の収益を確保しつつ、水道メータ・暖房

事業分野などの新規事業を早い段階で業績へ寄与させるため、更に強化していく方針であります。また、原材料

の価格高騰に対処するため、販売価格への反映を急ぎ、また全社レベルの経費抑制対策や、海外生産子会社の生

産量増加により、グループ全体のコストダウンに努めていく方針であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、生産性の向上、コスト競争力の改善および販売力強化等により当連結会計年度の設備投資は、

総額18億87百万円となりました。 

主な内容として、工場生産設備３億12百万円、事業所用地９億47百万円を設備投資いたしました。 

また、当連結会計年度につきましては、重要な設備の除却、売却等はありません。 

なお、当社グループは、水道用給水装置機材器具に関する単一事業分野において、事業活動を展開しているため、

事業の種類別セグメントに関連付けた説明は記載しておりません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループの主な設備状況は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

（注）１．[ ]内数値は、賃借面積を示しております。 

２．その他は、工具器具及び備品329百万円であります。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(2）国内子会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 

（所在地） 
事業内容 

設備の
内容 

帳簿価額

従業員
数 
（人）

建物 
及び構築物 機械装置

及び運搬具 
（百万円） 

土地
その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 面積 

（㎡） 
金額

（百万円）
面積
（㎡） 

金額
（百万円）

本社 

(東京都目黒区) 
管理業務 

業務統轄

施設ほか

［4,993]

5,094 
818 － 5,406 1,873 10 2,702 43 

福島工場 

(福島県安達郡) 

給水装置製品

等の製造 

給水装置

生産設備

[－]

30,588 
2,062 1,013 106,314 849 252 4,178 166 

東京営業所及び
大阪営業所ほか
28営業所・ 
出張所ほか 

販売業務 販売設備
[3,766]

1,736 
496 24 3,780 1,130 8 1,659 209 

物流センター

５拠点ほか 
配送業務等 

配送業務

用設備等

[1,248]

10,594 
192 357 11,938 565 57 1,172 20 

名称 数量（件） リース期間（年） 年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

営業用車輌 

（所有権移転外ファイナンス・リース及び 

オペレーティング・リース） 

133 １～５ 64 91 

ＥＤＰ用サーバー 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
13 ２～５ 3 3 

事務機器他 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
610 １～５ 86 172 

  平成18年３月31日現在

会社名 

（所在地） 
事業内容 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

（百万円） 

機械装置及び

運搬具 

（百万円） 

土地 

（百万円） 

(面積㎡) 

その他 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

藤伸商事株式会社 
（神奈川県横浜市港北区） 

屋内給水設備
の販売・施工 

管理・販売
設備 

31 2
143
[860]

3 181 10 



(3）在外子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、今後数年間の需要予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して計画して

おります。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等の計画は、次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な設備の除却・売却等の計画 

該当事項はありません。 

   平成18年３月31日現在

会社名 

（所在地） 
事業内容 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

（百万円） 

機械装置及び

運搬具 

（百万円） 

土地 

（百万円） 

(面積㎡) 

その他 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

前澤給装（南昌）有限公司 
（中国 江西省南昌市） 

給水装置製品
の製造 

給水装置 
生産設備 

176 707
－
[－]

37 921 163 

会社名 

（所在地） 
事業内容 設備の内容 

投資予定

総額 

(百万円) 

既支払額 

（百万円）

資金調達 

方法 

着手及び完了予定 
完成後の

増加能力
着手 完了 

当社福島工場  

（福島県安達郡） 

給水装置製品の

製造  

鋳物プラント及び 

加工設備  
70 － 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 － 

当社福島工場  

（福島県安達郡） 

給水装置製品の

製造  

生産設備の合理化 

及び更新等 
420 － 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 － 

当社１号館ビル・２

号館ビル  

（東京都目黒区） 

給水装置の販売  建物改修等 160 － 自己資金 平成18年４月 平成19年３月  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）平成17月９月１日をもって、当社株式は東京証券取引所市場第二部から同市場第一部に指定されました。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１株を1.2株に株式分割しており、これにより株式数は2,667,600株増加し発行済株式総数は16,005,600株とな

っております。 

(4）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式4,955株は、「個人その他」の欄に49単元及び「単元未満株式の状況」の欄に55株含めて記載してお

ります。 

２．上記「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 47,000,000 

計 47,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 16,005,600 16,005,600 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 16,005,600 16,005,600 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成10年５月20日 800,000 13,338,000 248 3,358 248 3,711 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況 

（株） 
政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 証券会社 
その他の

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 40 17 69 63 1 5,058 5,248 － 

所有株式数（単元） － 28,579 2,166 28,479 45,849 15 54,948 160,036 2,000 

所有株式数の割合

（％） 
－ 17.86 1.35 17.80 28.65 0.0 34.34 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．当社は、株式会社りそな銀行の持株会社である株式会社りそなホールディングスの株式817.6株（0.00％）を

保有しております。 

２．The SFP Value Realization Master Fund Ltd.およびG.A.S (CAYMAN) LIMITEDから平成18年２月17日までに

提出された株式等の大量保有に関する報告書および株式等の大量保有に関する変更報告書により平成18年

1 月４日現在で1,351,900株(発行済株式総数に対する保有株式数の割合8.45％)を保有している旨の報告を受

けておりますが、当社として平成18年3月31日現在における実質所有株式数が確認できませんので上記大株主

の状況には含めておりません。 

３．OCM Opportunities Fund V,L.P.およびOCM Japan Opportunities Fund L.P.から平成18年1月17日までに提出

された株式等の大量保有に関する報告書および株式等の大量保有に関する変更報告書により平成18年1 月11

日現在で1,072,400株(発行済株式総数に対する保有株式数の割合6.70％)を保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社として平成18年3月31日現在における実質所有株式数が確認できませんので上記大株主の状況

には含めておりません。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権の数12個）含まれて

おります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

前澤給装工業従業員持株会 東京都目黒区鷹番2-13-5 892,916 5.57 

ザバンクオブニューヨークノントリーティー 

ジャスデックアカウント 
東京都千代田区丸の内2-7-1  674,900 4.21 

クレジットスイスファーストボストン 
ヨーロッパピービーセクアイエヌティ 
ノントリーティクライエント 

東京都品川区東品川2-3-14  626,800 3.91 

前澤工業株式会社 東京都中央区八重洲2-7-2 624,300 3.90 

前澤化成工業株式会社 東京都中央区八重洲2-7-2 624,020 3.89 

ステートストリートバンクアンド 

トラストカンパニー505044  
東京都中央区日本橋兜町6-7 490,000 3.06 

ユービーエスセキュリティーズエルエルシー 

カスタマーセグリゲイティッドアカウント 
東京都品川区東品川2-3-14  484,500 3.02 

シーエスエフビーユーロピービー 

クライエントエスエフピーブイエル 
東京都品川区東品川2-3-14  454,200 2.83 

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 東京都渋谷区恵比寿4-20-3  434,000 2.71 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 400,000 2.49 

計 － 5,705,636 35.59 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式      

4,900 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式      

15,998,700 
159,987 － 

単元未満株式 
普通株式      

2,000 
－ － 

発行済株式総数 16,005,600 － － 

総株主の議決権 － 159,987 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しておりません。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番2-13-5 4,900 － 4,900 0.03 

計 － 4,900 － 4,900 0.03 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、第８条「当会社は、会社法第165条第２項

の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定

めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月28日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  － － － 



３【配当政策】 

株主の皆様への利益還元を、経営の重要施策として位置づけ、安定した利益配分を継続実施することを基本方

針としております。 

当期の配当につきましては、普通配当金（1株につき15円）にあわせまして、50期の記念配当（１株につき３

円）をさせていただきました。これにより、年間配当金につきましては、中間配当金20円(普通配当金１株につき

15円、㈱東京証券取引所市場第一部指定の記念配当１株につき５円）とあわせまして、38円となります。 

なお、内部留保につきましては、生産性の向上や原価削減を目的とした設備やシステムへの投資、ならびに将来

の新規事業展開のための投資等に配分していく予定であります。 

また、当社は個人投資家層の拡大及び株式の流動性の向上を目的とし、１単元の株式数を100株としております。 

なお、第50期の中間配当の取締役会決議は、平成17年11月11日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）当社株式は、平成17年９月１日付をもって㈱東京証券取引所市場第一部へ銘柄指定となったことにより、株価は、

平成17年８月までは、㈱東京証券取引所市場第二部、平成17年９月以降は同市場第一部におけるものです。 

なお、第50期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は、同市場第二部における株価になっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）当社株式は、平成17年９月１日付をもって㈱東京証券取引所市場第一部へ銘柄指定となりました。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高（円） 968 755 1,284 1,645 
2,495 

※ 1,890

最低（円） 600 476 520 1,010 
1,760 

※ 1,495

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高（円） 2,430 2,495 2,350 2,250 2,250 2,065 

最低（円） 1,990 2,020 2,115 2,050 1,955 1,909 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

代表取締役社長   尾崎 武壽 昭和23年４月16日生

昭和47年４月 当社入社 

平成５年11月 営業部長 

平成６年６月 取締役就任 

平成15年６月 取締役執行役員西日本統轄支店長

就任  

平成15年10月 取締役執行役員営業本部長就任 

平成16年６月 代表取締役社長就任（現任） 

他の会社の代表状況 

平成17年２月 前澤給装（南昌）有限公司董事

長就任（現任） 

136 

専務取締役 

執行役員 

経営管理本部長兼 

リスク統轄本部長 

佐藤 秀敏 昭和26年６月29日生

昭和50年４月 株式会社協和銀行 

（現 株式会社りそな銀行）入行 

平成14年４月 当社入社 

平成14年６月 執行役員経営企画室長就任 

平成14年10月 常務執行役員経営企画室長就任 

平成15年６月 取締役常務執行役員 

経営企画室長就任 

平成16年６月 専務取締役執行役員 

管理本部長就任 

平成17年４月 専務取締役執行役員管理 

本部長兼リスク統轄本部長就任 

平成18年４月 専務取締役執行役員経営管理 

本部長兼リスク統轄本部長就任

（現任） 

4 

常務取締役 

執行役員 

生産本部長兼 

海外事業部長 

橋本 洋次  昭和19年４月８日生 

昭和61年５月 当社入社 

平成２年５月 埼玉工場長 

平成４年６月 取締役就任 

平成９年２月 常務取締役生産事業本部長兼 

福島工場長就任 

平成12年６月 常勤監査役就任 

平成16年６月 常務取締役執行役員生産本部

長就任 

平成18年４月 常務取締役執行役員生産本部長兼

海外事業部長就任（現任） 

18 

取締役 
執行役員 

事業開発本部長 
伊藤 耕一 昭和25年10月22日生

昭和56年10月 当社入社 

平成12年４月 第二事業部長 

平成12年６月 取締役就任 

平成15年10月 取締役執行役員リスク統轄部長

就任 

平成17年４月 取締役執行役員事業開発本部長 

就任（現任） 

10 

 



（注）１．監査役 木村一夫、佐藤 弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は13名で、取締役兼務（上掲）４名と以下の９名で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

取締役 
執行役員 

営業本部長 
堀  俊也 昭和35年２月14日生

昭和57年４月 当社入社 

平成13年10月 営業推進部長 

平成15年12月 営業本部副本部長兼営業推進部長 

平成16年７月 執行役員営業本部副本部長兼 

営業推進部長就任 

平成18年６月 取締役執行役員営業本部本部長 

就任（現任） 

12 

常勤監査役   髙橋 俊治 昭和21年９月９日生

昭和46年８月 当社入社 

昭和61年２月 大阪営業所長 

平成２年６月 取締役就任 

平成14年６月 取締役執行役員営業統轄就任 

平成15年４月 取締役執行役員事業統轄部担当

部長就任（営業担当） 

平成15年６月 常勤監査役就任（現任） 

98 

監査役  木村 一夫 昭和17年12月５日生

昭和47年２月 前澤工業株式会社入社 

平成７年12月 同社 九州支店長 

平成12年６月 当社 監査役就任（現任） 

平成12年８月 前澤工業株式会社 常勤監査役就

任 

平成15年８月 前澤工業株式会社 顧問就任 

（現任） 

2 

監査役  佐藤 弘 昭和14年12月28日生

昭和33年４月 株式会社協和銀行 

（現 株式会社りそな銀行）入行 

平成６年６月 あさひ銀事務サービス 

株式会社代表取締役専務就任 

平成12年６月 当社 監査役就任（現任） 

1 

    計 282 

上席執行役員  山本 晴紀  （生産本部 福島工場長兼購買部長）  

執行役員  園部 兼久  （前澤給装（南昌）有限公司出向）  

執行役員  藤井  一  （営業本部 副本部長）  

執行役員  黒谷  潤  （経営管理本部 経営管理部長）  

執行役員  方   泉  （事業開発本部 暖房事業部長）  

執行役員  谷合 祐一 （営業本部 東京営業所長）  

執行役員  東川  浩 （営業本部 大阪営業所長）  

執行役員  村田 秀明 （生産本部 生産技術部長）  

執行役員  浅沼 弘二 （経営管理本部 総務部長）  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１. コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の透明性向上とコンプライアンス遵守を徹底することが企業価値の向上に資するものと認識して

おります。そのために、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一つとして位置づけております。 

この認識のもと、当社は取締役会、監査役会を中心とした経営の監督・監視機能の強化を図り、また会計監査

人による会計監査を通じて、財務情報の適正な開示を行うなど、コーポレート・ガバナンス体制の整備に努めて

まいります。 

２. コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1) 当社は、監査役制度採用会社であり、監査役会は、監査役3名（うち社外監査役2名）で構成しております。

監査役は、重要会議への出席等により経営を監視し、また、会計監査人および内部監査人との連携により、

業務執行の監査を行っております。その活動により十分な監視・監査機能が発揮できております。 

(2) 取締役会は、取締役5名で構成しており、少人数による迅速な意思決定を行う体制としております。取締役会

は原則毎月1回開催し、経営目標・経営戦略等重要な事業戦略を決定するとともに、その他の重要事項もす

べて取締役会で決定されております。また、執行役員の業務報告を受け、業務執行状況の監督に重点を置い

た透明性の高い経営に努めております。 

(3) 業務執行における責任体制の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。「経営の重要な決定機

能および監督」と「業務執行機能」とを分離し、取締役会の迅速な意思決定と特定の事業部門ごとに責任を

もつ執行役員の機動的な業務執行により、効率的な経営の実現と競争力強化を目指しております。また、経

営の最高意思決定機関である取締役会の他に、取締役および執行役員で構成するリスク経営統轄会議を定期

的に開催し、情報の共有化と社内意思統一により、内部体制の強化・牽制を図っております。 

(4) 会計監査人のコーポレート・ガバナンスへの関与状況につきましては、通常の監査に加え、会計面からみた

コーポレート・ガバナンスに係る諸問題につき必要なアドバイスをいただいております。 

業務執行・経営監視の仕組の整備状況の模式図は、以下のとおりであります。 

［コーポレート・ガバナンス体制 模式図］ 



３. リスク管理体制の整備の状況 

コンプライアンス経営の更なる強化を図るべく、「コンプライアンスプログラム」を導入し、コンプライアン

スプログラムを実施、管理および整備する統括部署を置いております。また、コンプライアンス違反等に関する

通報の仕組みとして内部通報制度を設けております。 

また、総合的なリスクマネジメント体制強化のため「リスク統轄部」を設置し、想定される様々な緊急事態等

の回避、低減のための体制づくりに努めております。 

４. 内部監査及び会計監査の状況 

内部監査部門につきましては、各部門から独立した内部監査室が、各部門の業務、経理、コンプライアンス等

の内部監査を子会社を含め定期的に実施しております。内部監査室は、監査結果により、改善すべき点があれば

被監査部門へ改善状況の報告を求めるなど、内部管理体制の継続的な向上に資する役割を果たしております。ま

た、監査役と内部監査室との間で定期的に会合を開催し、監査実施状況の報告など、監査役との相互連携に努め

ております。 

監査役監査は、監査役会が定めた基準に拠り、監査を実施しております。また、会計監査人と連携を保ち、積

極的に意見および情報交換を行い、効率的な監査の実施に努めております。 

５. 会計監査の状況 

会計監査についての監査契約をあずさ監査法人と締結しており、監査が実施されております。なお、同監査法

人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と、当社の間には特別な利害関係はありません。 

平成18年3月期において監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下の

とおりであります。 

６. 当社と当社社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役2名については、いずれも人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

また、社外監査役である木村 一夫氏および佐藤 弘氏は、当社の株式を所有しておりますが、その他の利害

関係はありません。 

７. 役員報酬の内容 

平成18年3月期における取締役に対する報酬額は、総額78百万円、監査役に対する報酬額は、総額21百万円であ

ります。 

８. 監査報酬の内容 

平成18年3月期におけるあずさ監査法人に対する公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する

業務に基づく報酬の額は24百万円、それ以外の報酬は4百万円であります。 

（業務を執行した公認会計士の氏名） 椿   愼美  ※ 継続監査年数3年 

  堀之北 重久   ※ 継続監査年数6年 

（会計監査業務に係る補助者の構成）  公認会計士5名、会計士補13名、その他1名 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較

を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31

日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）並びに当連結会計年度（自平成17年４月１日 

至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の連結財務諸表及び財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   7,846    7,953   

２．受取手形及び売掛金    10,492   10,857  

３．有価証券   218   －  

４．たな卸資産   3,570   3,637  

５．繰延税金資産   158   145  

６．その他   144   132  

貸倒引当金   △75   △22  

流動資産合計   22,355 62.1  22,704 58.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 7,475   7,706   

減価償却累計額  3,655 3,819  3,928 3,778  

(2）機械装置及び運搬具  7,659   7,703   

減価償却累計額  5,555 2,104  5,599 2,104  

(3）土地 ※２  3,683   4,563  

(4）建設仮勘定   24   0  

(5）その他  2,337   2,511   

減価償却累計額  1,939 397  2,141 370  

有形固定資産合計   10,029 27.9  10,816 28.0 

２．無形固定資産   304 0.8  391 1.0 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１   3,108   3,866  

(2）長期貸付金   29   22  

(3）保険積立金   －   599  

(4）その他   353   304  

貸倒引当金   △189   △144  

投資その他の資産合計   3,301 9.2  4,647 12.1 

固定資産合計   13,636 37.9  15,855 41.1 

資産合計   35,991 100.0  38,559 100.0 

        

 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    4,707   5,218  

２．一年以内返済予定の 
長期借入金 

※２  19    46   

３．未払法人税等   902   609  

４．賞与引当金   207   211  

５．その他   664   620  

流動負債合計   6,501 18.1  6,706 17.4 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  93   183  

２．繰延税金負債   448   793  

３．退職給付引当金   540   605  

４．役員退職慰労引当金   43   54  

５．その他   0   0  

固定負債合計   1,126 3.1  1,637 4.2 

負債合計   7,627 21.2  8,343 21.6 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   6 0.0  3 0.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  3,358 9.3  3,358 8.7 

Ⅱ 資本剰余金   3,711 10.3  3,711 9.6 

Ⅲ 利益剰余金   20,304 56.4  21,448 55.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,206 3.4  1,724 4.5 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △219 △0.6  △26 △0.0 

Ⅵ 自己株式 ※５  △3 △0.0  △3 △0.0 

資本合計   28,357 78.8  30,212 78.4 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  35,991 100.0  38,559 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   24,850 100.0  25,017 100.0 

Ⅱ 売上原価   15,872 63.9  16,220 64.8 

売上総利益   8,977 36.1  8,797 35.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※1、
2 
 5,605 22.5  5,725 22.9 

営業利益   3,372 13.6  3,071 12.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  5   4   

２．受取配当金  40   48   

３．従業員社宅家賃  33   33   

４．為替差益  －   18   

５．雑収入  69 148 0.6 46 151 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  4   2   

２．貸倒引当金繰入額  2   －   

３. 売上割引  7   7   

４. 製品補修費用  5   －   

５. 投資事業組合損失  －   20   

６．雑損失  1 20 0.1 4 35 0.1 

経常利益   3,500 14.1  3,187 12.7 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 8     －     

２．貸倒引当金戻入益   －     50     

３．投資有価証券売却益   8     0     

４．会員権売却益   － 16 0.1 0 50 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ 0   0   

２．固定資産除却損 ※５ 29   39   

３．電話加入権評価損   15   －   

４．役員退職慰労金   15   －   

５．会員権売却損  －   3   

６. 解約金 ※６ 36     0     

７. 減損損失 ※７ － 96 0.4 79 123 0.5 

税金等調整前当期純利
益 

  3,420 13.8  3,114 12.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,475   1,298   

法人税等調整額  △7 1,468 5.9 23 1,321 5.2 

少数株主利益   1 0.0  2 0.0 

 当期純利益   1,950 7.9  1,790 7.2 

             



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,711  3,711 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   3,711  3,711 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   18,999  20,304 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,950 1,950 1,790 1,790 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  608  608  

２．役員賞与  25   38   

３．連結子会社増加に伴う
減少高 

 12 645 － 646 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   20,304  21,448 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  3,420 3,114 

減価償却費  1,126 1,022 

減損損失  － 79 

退職給付引当金の増加（△減少）額  43 64 

賞与引当金の増加（△減少）額  4 4 

貸倒引当金の増加（△減少）額  22 △86 

受取利息及び受取配当金  △45 △53 

支払利息  4 2 

為替差損（△益）  △3 △18 

売上債権の減少（△増加）額  △424 △359 

たな卸資産の減少（△増加）額  △258 △56 

仕入債務の増加（△減少）額  491 508 

未払消費税等の増加（△減少）額  125 △131 

役員賞与の支払額  △25 △38 

その他  △67 177 

小計  4,415 4,231 

利息及び配当金の受取額  42 48 

利息の支払額  △4 △2 

法人税等の支払額  △1,341 △1,586 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,113 2,690 

 



    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の売却による収入  － 248 

投資有価証券の取得による支出  △299 － 

投資有価証券の売却による収入  234 75 

有形固定資産の取得による支出  △757 △1,671 

有形固定資産の売却による収入  29 － 

無形固定資産の取得による支出  △57 △207 

保険積立金の契約による支出  － △599 

貸付けによる支出  － △1 

貸付金の回収による収入  14 8 

出資金の分配金による収入   27 － 

その他  △0 9 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △808 △2,139 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金による収入  － 230 

長期借入金の返済による支出  △320 △113 

配当金の支払額  △609 △609 

その他  △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △930 △493 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △23 48 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額  1,351 107 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  5,941 7,846 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物
の期首残高 

 553 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 7,846 7,953 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称  

藤伸商事株式会社 

前澤給装（南昌）有限公司 

前澤給装（南昌）有限公司について

は、重要性が増したため、当連結会計

年度から連結の範囲に含めることとい

たしました。 

(1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

藤伸商事株式会社 

前澤給装（南昌）有限公司 

 (2)非連結子会社の名称等 

ＱＳＯサービス株式会社 

上記非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金が、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除

いております。  

(2)非連結子会社の名称等 

ＱＳＯサービス株式会社 

同 左 

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用会社はありません。 持分法適用会社はありません。 

なお、非連結子会社であるＱＳＯサー

ビス株式会社の当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、持分法を適

用しておりません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社のうち前澤給装（南昌）有

限公司については、12月31日が決算日で

あります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、当

該会社の決算日の財務諸表を使用してお

りますが、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整

を行なっております。 

 藤伸商事株式会社の決算日と連結決算

日は一致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事項   

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ.有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

イ.有価証券  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同 左 

 



  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

 ロ.たな卸資産 

商品：主として移動平均法に基づく

原価法 

ロ.たな卸資産 

商品：同 左 

 製品・半製品・原材料： 

主として月別総平均法に基づく

原価法 

製品・半製品・原材料：同 左 

 仕掛品：主としてロット単位の個別法

に基づく原価法 

仕掛品：同 左 

(2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ.有形固定資産 

（当社および国内連結子会社） 

建物：定率法及び定額法 

イ.有形固定資産 

 （当社および国内連結子会社） 

同 左 

  その他：定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

  

  

   （在外連結子会社） 

所在地国の会計基準規定に基づく 

定額法 

 （在外連結子会社） 

同 左 

 ロ.無形固定資産 

（当社および国内連結子会社） 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。また、ソフトウェア

(自社利用)については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）による

定額法を採用しております。 

ロ.無形固定資産 

 （当社および国内連結子会社） 

同 左 

  （在外連結子会社）  

所在地国の会計基準規定に基づく 

定額法 

 （在外連結子会社）  

同 左 

 ハ.長期前払費用 

定額法 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

ハ.長期前払費用 

同 左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

イ.貸倒引当金 

売掛債権、その他金銭債権の貸倒の

損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

イ.貸倒引当金 

同 左 

 



  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

 ロ.賞与引当金 

従業員に対して将来支給する賞与の

うち当連結会計年度の負担額を当連結

会計年度の費用に計上するため設定し

たものであり、支給見込額により計上

しております。 

ロ.賞与引当金 

同 左 

 ハ.退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。なお、総合設立の厚生

年金基金については、当該年金基金へ

の拠出額を退職給付費用として計上し

ております。また、数理計算上の差異

は、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら各連結会計年度の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる按分額を費用処理しております。 

ハ.退職給付引当金 

同 左 

 ニ.役員退職慰労引当金 

 役員の退職金の支払いに備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

ニ.役員退職慰労引当金 

同 左 

(4)重要なリース取引の

処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められたもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

(5)その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税及び地方消費税（消費税等）の処

理方法   

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。   

消費税及び地方消費税（消費税等）の処

理方法   

同 左 

 ５.連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項   

連結子会社の資産及び負債の評価は全

面時価評価法によっております。  

同 左 

 ６.利益処分項目等の取扱い

に関する事項   

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中において確

定した利益処分に基づいて作成しており

ます。    

同 左 

 ７.連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲   

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同 左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。  

  これにより税金等調整前当期純利益は、79百万円減少

しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第2条第2項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、投資事業組合出資金は前連結会計年度末まで、

投資その他の資産「その他」（77百万円）に含めて

表示しておりましたが、当連結会計年度末より「投

資有価証券」（55百万円）に含めて表示しておりま

す。 

（連結損益計算書） 

１.「売上割引」は、前連結会計年度まで「雑損失」に含

めて表示しておりましたが、当連結会計年度におい

て、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、区

分掲記することにしました。なお、前連結会計年度

の「売上割引」は、5百万円であります。 

２.「製品補修費用」は、前連結会計年度まで「雑損失」

に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいて、営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することにしました。なお、前連結会

計年度の「製品補修費用」は、0百万円であります。 

（連結損益計算書） 

「為替差益」は、前連結会計年度まで「雑収入」に含

めて表示しておりましたが、当連結会計年度におい

て、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区

分掲記することにしました。なお、前連結会計年度の

「為替差益」は、６百万円であります。 

  

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．投資有価証券及び関係会社出資金のうち、非連結

子会社に対するものは次の通りであります。 

※１．投資有価証券のうち、非連結子会社に対するもの

は次の通りであります。 

投資有価証券（株式） 30百万円 

関係会社出資金 －百万円 

合計 30百万円 

投資有価証券（株式） 30百万円 

合計 30百万円 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物及び構築物 18百万円 

土地 123百万円 

合計 142百万円 

建物及び構築物 17百万円 

土地 123百万円 

合計 140百万円 

 上記は、一年以内に返済予定の長期借入金 

19百万円、長期借入金93百万円の担保に供しており

ます。 

 上記は、長期借入金150百万円の担保に供しており

ます。 

 ３．受取手形裏書譲渡高 2百万円  ３．受取手形裏書譲渡高 13百万円 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式16,005千株で

あります。 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式16,005千株で

あります。 

※５．連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式４千株であります。 

※５．連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式４千株であります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

運送費 622百万円 

従業員給与手当 1,406百万円 

賞与引当金繰入額 129百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 22百万円 

貸倒引当金繰入額 27百万円 

運送費 611百万円 

従業員給与手当 1,469百万円 

賞与引当金繰入額 133百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円 

※２．研究開発費の総額は392百万円であり、全額一般

管理費に計上しております。 

※２．研究開発費の総額は387百万円であり、全額一般管

理費に計上しております。 

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※３．       ────── 

機械装置及び運搬具 5百万円 

その他 2百万円 

合計 8百万円 

 

※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0百万円 機械装置及び運搬具 0百万円 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 25百万円 

その他 4百万円 

合計 29百万円 

建物及び構築物 2百万円 

機械装置及び運搬具 35百万円 

その他 1百万円 

合計 39百万円 

※６．解約金は、主に機械生産設備導入中止及びソフト

開発中止に伴うものであります。 

※６．解約金は、リース解約に伴うものであります。 

※７．              ────── ※７．減損損失 

 当連結会計期間において、当社グループは、以下

の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

 場所  用途  種類  減損損失額  

埼玉県 

北葛飾郡
遊休資産 建物  11百万円  

埼玉県 

北葛飾郡 
遊休資産 土地  67百万円  

 
当社グループは、管理会計上の区分を基準に、概

ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単

位として各営業拠点及び各製造部を認識しており、

その区分に基づいてグルーピングを実施しておりま

す。 

 当連結会計期間において、上記資産は今後の使用

見込みがなく、時価も著しく下落しているため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（79百万円）として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、回収可能価額は、近隣の取引事例より算定

した業者評価額から処分費用見積額を控除した正味

売却価額により算定しております。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,846百万円 

現金及び現金同等物 7,846百万円 

現金及び預金勘定 7,953百万円 

現金及び現金同等物 7,953百万円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

277 164 112

有形固定資産 

「その他」 
383 192 190

無形固定資産 

（ソフトウェア） 
8 5 3

合計 669 361 307

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

116 89 26

有形固定資産 

「その他」 
375 198 176

無形固定資産 

（ソフトウェア） 
8 6 1

合計 499 294 205

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額

が、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）         同 左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 138百万円 

１年超 168百万円 

合計 307百万円 

１年内 97百万円 

１年超 107百万円 

合計 205百万円 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）         同 左 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 156百万円 

減価償却費相当額 156百万円 

支払リース料 155百万円 

減価償却費相当額 155百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 ２．       ────── ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年内 34百万円 

１年超 30百万円 

合計 64百万円 

  （減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１.その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。  

２.前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

区分 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1)株式 698 2,683 1,984 699 3,491 2,792 

(2)投資信託  65 105 40 66 151 85 

小計 763 2,788 2,024 765 3,643 2,877 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1)株式 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 763 2,788 2,024 765 3,643 2,877 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計
（百万円） 

売却損の合計
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計
（百万円） 

234 8 － 323 0 － 

区分 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 
  

ＭＭＦ 218 － 

非上場株式 49 49 

貸付信託受益証券 185 110 

投資事業組合出資金 55 33 

合計 508 193 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。厚生年

金基金の代行部分以外については、退職金規程に基づく退職給付総額の80％について適格退職年金制度から支

給され、約15％が厚生年金基金（複数事業主制度である総合設立の全日本バルブ厚生年金基金）の加算部分か

ら給付されるとともに、残額について当社が一時金として給付しております。 

なお、当社は上記全日本バルブ厚生年金基金には昭和62年２月設立時より加入しており、適格退職年金制度

は昭和58年３月から退職給付総額の50％について採用し、平成元年３月から80％に移行しております。 

国内連結子会社は、確定給付型の退職一時金制度を設けております。なお、退職給付債務の算出にあたり、

簡便法を採用しております。 

また、在外連結子会社は、退職金制度を採用しておりません。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付債務  1,325 百万円  1,358 百万円 

(2)年金資産  730   730  

小計（(1)－(2)）  594   628  

(3)未認識数理計算上の差異  △54   △22  

(4)退職給付引当金  540   605  

前連結会計年度 

（平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日) 

（注）なお、上記の他、全日本バルブ厚生年金基金については拠出額

を退職給付費用として処理する方法によっており、同基金の掛金

拠出割合による年金資産の額は1,119百万円であります。 

（注）なお、上記の他、全日本バルブ厚生年金基金については拠出額

を退職給付費用として処理する方法によっており、同基金の掛金

拠出割合による年金資産の額は1,369百万円であります。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

退職給付費用   百万円   百万円 

(1）勤務費用  80   93  

(2）利息費用  28   25  

(3）期待運用収益（減算）  △14   △14  

(4）数理計算上の差異の費用処理額  11   28  

(5) 拠出額の費用処理額  80   89  

(6) 退職給付費用  186   222  

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）割引率（％）   2.0％    2.0％ 

(2）期待運用収益率（％）   2.5％    2.0％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4）数理計算上の差異の処理年数 それぞれ発生の翌連結会計年度から各
連結会計年度の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による
按分額を費用処理しております。 

同左 

(5）会計基準変更時差異の処理年数 変更期に一括処理しております。 － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動資産） （百万円）

賞与引当金 84

未払事業税否認 63

その他 12

流動繰延税金資産小計 160

評価性引当額 △1

流動繰延税金資産合計 158

流動繰延税金資産の純額 158

   

（固定資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過額 217

役員退職慰労引当金 17

貸倒引当金損金算入限度超過額 37

会員権評価損否認 78

有価証券評価損否認 25

その他 8

固定繰延税金資産小計 386

評価性引当額 △16

固定繰延税金資産合計 369

（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 818

固定繰延税金負債合計 818

固定繰延税金負債の純額 448

（流動資産） （百万円）

賞与引当金 85

未払事業税否認 48

未払社会保険料否認 10

その他 3

流動繰延税金資産小計 147

評価性引当額 △1

流動繰延税金資産合計 145

流動繰延税金資産の純額 145

（固定資産）  

退職給付引当金 243

役員退職慰労引当金 21

貸倒引当金損金算入限度超過額 9

会員権評価損否認 23

有価証券評価損否認 25

減損損失 31

繰越欠損金 60

その他 8

固定繰延税金資産小計 425

評価性引当額 △65

固定繰延税金資産合計 359

（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 1,152

固定繰延税金負債合計 1,152

固定繰延税金負債の純額 793

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 （単位：％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
1.0

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△0.2

住民税均等割額 1.3

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.9

 （単位：％）

法定実効税率 40.2

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
2.2

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△0.3

住民税均等割額 1.3

法人税等更正額 △1.6

連結子会社適用税率差異 0.2

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.4



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当社グループは水道用給水装置機材器具関連の製造・販売のみを行っており、単一セグメントに該当する

ため記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社グループは水道用給水装置機材器具関連の製造・販売のみを行っており、単一セグメントに該当する

ため記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社等 

前澤給装（南昌）有限公司については、重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会社となってお

ります。 

ＱＳＯサービス株式会社については、重要性がないため記載を省略しました。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社等 

ＱＳＯサービス株式会社については、重要性がないため記載を省略しました。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額    1,769円86銭 

１株当たり当期純利益   119円49銭 

１株当たり純資産額 1,885円96銭 

１株当たり当期純利益 109円64銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 1,950 1,790 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 36 

（うち利益処分による役員賞与金） (38) (36) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,912 1,754 

期中平均株式数（株） 16,000,949 16,000,764 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 19 46 1.55 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 93 183 1.55  平成23年3月 

合計 113 230 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 46 46 46 45 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   7,337    7,501   

２．受取手形    7,837    7,756   

３．売掛金   2,576    3,052   

４．有価証券   218    －   

５．商品   96    88   

６．製品   2,180    2,094   

７．半製品   343    352   

８．原材料   759    731   

９．仕掛品   66    90   

10．貯蔵品   33   55  

11．前払費用   31   32  

12．繰延税金資産   158   144  

13．その他   77   108  

貸倒引当金   △69   △13  

流動資産合計   21,646 60.4  21,993 57.5 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(1）建物  7,007   7,209   

減価償却累計額  3,419 3,587  3,679 3,530  

(2）構築物  247   247   

減価償却累計額  201 46  206 40  

(3）機械及び装置  7,022   6,846   

減価償却累計額  5,481 1,541  5,453 1,393  

(4）車輌及び運搬具  25   21   

減価償却累計額  23 2  19 1  

(5）工具器具及び備品  2,273   2,442   

減価償却累計額  1,916 357  2,113 329  

(6）土地   3,539   4,419  

(7）建設仮勘定   20   －  

有形固定資産合計   9,096 25.4  9,713 25.4 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   265   120  

(2）ソフトウェア仮勘定   －   224  

(3）その他   2   1  

無形固定資産合計   267 0.7  347 0.9 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   3,050    3,805   

(2）関係会社株式   30    34   

(3）関係会社出資金   1,500    1,500   

(4）長期貸付金   2   －  

(5）従業員長期貸付金   26   22  

(6）関係会社長期貸付金   146   －  

(7）長期前払費用   0   13  

(8）保険積立金   －   599  

(9）破産更生債権等   163   133  

(10)その他   182   223  

貸倒引当金   △258   △143  

投資その他の資産合計   4,844 13.5  6,189 16.2 

固定資産合計   14,207 39.6  16,250 42.5 

資産合計   35,854 100.0  38,244 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    1,085    903   

２．買掛金   3,537    4,241   

３．未払金   548    514   

４．未払法人税等   880   607  

５．未払費用   66   58  

６．前受収益   1   0  

７．預り金   18   25  

８．賞与引当金   204    207   

流動負債合計   6,342 17.7  6,558 17.2 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   370   745  

２．退職給付引当金   537    602   

３．役員退職慰労引当金   28    44   

固定負債合計   935 2.6  1,392 3.6 

負債合計   7,278 20.3  7,951 20.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  3,358 9.4  3,358 8.8 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  3,711   3,711   

資本剰余金合計   3,711 10.4  3,711 9.7 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  839   839   

２．任意積立金        

(1）別途積立金  16,000   17,000   

３．当期未処分利益  3,472   3,674   

利益剰余金合計   20,312 56.6  21,514 56.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,197 3.3  1,712 4.5 

Ⅴ 自己株式 ※２  △3 △0.0  △3 △0.0 

資本合計   28,576 79.7  30,293 79.2 

負債資本合計   35,854 100.0  38,244 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  19,919   19,797   

２．商品売上高  4,626 24,546 100.0 4,930 24,727 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品商品期首たな卸高  2,034   2,276   

２．当期製品製造原価  12,271   11,998   

３．当期商品仕入高  3,837   4,104   

計  18,143   18,379   

４．製品商品期末たな卸高  2,276   2,183   

５．他勘定振替高 ※１ 174 15,692 63.9 98 16,098 65.1 

売上総利益   8,853 36.1  8,629 34.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※2、
3 
      

１．販売費  4,038   4,083   

２．一般管理費  1,412 5,451 22.2 1,486 5,570 22.5 

営業利益   3,402 13.9  3,059 12.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  2   2   

２．受取配当金  39   48   

３．従業員社宅家賃  33   33   

４．為替差益  －   26   

５．雑収入  63 140 0.5 40 151 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  1   －   

２. 貸倒引当金繰入額  2   －   

３．売上割引  7   7   

４．製品補修費用  5   －   

５．投資事業組合損失  －   20   

６．雑損失  0 17 0.0 1 30 0.1 

経常利益   3,524 14.4  3,180 12.9 

 



    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 8     0     

２．投資有価証券売却益   8     0     

３．会員権売却益   －     0     

４．貸倒引当金戻入益   － 16 0.0 130 130 0.5 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※５ －   0   

２．固定資産除却損 ※６ 29   38   

３．電話加入権評価損  15   －   

４．会員権売却損  －   2   

５．役員退職慰労金   15   －   

６．解約金 ※７ 36     0     

７．減損損失 ※８ － 96 0.4 79 121 0.5 

税引前当期純利益   3,445 14.0  3,189 12.9 

法人税、住民税及び事業
税 

 1,456   1,287   

法人税等調整額  △6 1,449 5.9 54 1,342 5.4 

当期純利益   1,996 8.1  1,847 7.5 

前期繰越利益   1,716   2,146  

中間配当額   240   320  

当期未処分利益   3,472   3,674  

        



製造原価明細書 

 （脚注） 

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 

構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  7,940 64.8 7,751 64.4 

Ⅱ 労務費 ※２ 852 6.9 885 7.4 

Ⅲ 経費 ※３ 3,465 28.3 3,393 28.2 

当期総製造費用  12,258 100.0 12,030 100.0 

期首半製品仕掛品たな卸

高 
 422  409  

合計  12,680  12,440  

期末半製品仕掛品たな卸

高 
 409  442  

当期製品製造原価  12,271  11,998  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

 福島工場は、ロット単位の個別原価計算を採用して

おります。 

 なお、福島工場はたな卸資産を標準価格等で計算

し、原価差額を調整しております。 

  ロット単位の個別原価計算を採用しております。 

 なお、たな卸資産を標準価格等で計算し、原価差額

を調整しております。 

 原価差額調整の内訳  原価差額調整の内訳 

売上原価 321百万円

製品 57 

仕掛品 1 

半製品 9 

原材料 △21 

計 368 

売上原価 291百万円

製品 50 

仕掛品 2 

半製品 8 

原材料 6 

計 357 

※２．労務費のうち、退職給付費用は54百万円、賞与引

当金繰入額は60百万円であります。 

※２．労務費のうち、退職給付費用は70百万円、賞与引

当金繰入額は60百万円であります。 

※３．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※３．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

外注加工費 1,650百万円

減価償却費 824 

外注加工費 1,711百万円

減価償却費 739 



③【利益処分計算書】 

    
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,472  3,674 

Ⅱ 利益処分額      

配当金  288  288  

役員賞与金  38  36  

（うち監査役賞与金）  (－)  (－)  

任意積立金      

別途積立金  1,000 1,326 1,000 1,324 

Ⅲ 次期繰越利益   2,146  2,350 

      



重要な会計方針 

項目 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式・出資金 

移動平均法に基づく原価法 

子会社株式・出資金 

同 左 

 
その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法にて

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 
時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同 左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商 品 

移動平均法に基づく原価法 

商 品 

同 左 

 
製品・半製品・原材料 

月別総平均法に基づく原価法 

製品・半製品・原材料 

同 左 

 
仕掛品 

ロット単位の個別法に基づく原価法 

仕掛品 

同 左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

建 物：定率法及び定額法 

有形固定資産 

同 左 

  その他：定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

  

  

 
無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。また、ソフトウェア(自

社利用)については、社内における見

込利用可能期間（５年）による定額

法を採用しております。 

無形固定資産 

同 左 

  

 
長期前払費用 

定額法 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

長期前払費用 

同 左 

  

 



項目 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権その他の金銭債権の貸倒の

損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

 
(2）賞与引当金 

 従業員に対して将来支給する賞与の

うち当期負担額を当期の費用に計上す

るため設定したものであり、支給見込

額に基づいて計上しております。 

(2）賞与引当金 

同 左 

 
(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、総合設立の厚生年金基金につ

いては、当該年金基金への拠出額を退

職給付費用として計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、それぞ

れ発生年度の翌事業年度から各事業年

度の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り按分額を費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 同 左 

 
(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職金の支払いに備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同 左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

同 左 



重要な会計方針の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」 （企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これにより税引前当期純利益は、79百万円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 



表示方法の変更 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

１．前事業年度末まで区分掲記しておりました「電話加

入権」（当期末残高０百万円）および「施設利用

権」（当期末残高１百万円）は、資産の合計額の100

分の1以下となったため、無形固定資産の「その他」

に含めて表示することにしました。  

（損益計算書） 

「為替差益」は、前事業年度まで「雑収入」に含めて

表示しておりましたが、当事業年度において、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記す

ることにしました。なお、前事業年度の「為替差

益」は、３百万円であります。 

２．前事業年度末まで区分掲記しておりました「会員

権」（当期末残高59百万円）は、資産の合計額の100

分の1以下となったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示することにしました。 

  

３.「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第2条第2項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、投資事業組合出資金は前事業年度末まで、投資

その他の資産「出資金」（77百万円）として表示し

ておりましたが、当事業年度末より「投資有価証

券」（55百万円）に含めて表示しております。 

 

（損益計算書） 

１.「売上割引」は、前事業年度まで「雑損失」に含めて

表示しておりましたが、当事業年度において、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記す

ることにしました。なお、前事業年度の「売上割

引」は、５百万円であります。 

２.「製品補修費用」は、前事業年度まで「雑損失」に含

めて表示しておりましたが、当事業年度において、

営業外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲

記することにしました。なお、前事業年度の「製品

補修費用」は、０百万円であります。 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．授権株式数 普通株式 47,000千株

発行済株式総数 普通株式 16,005千株

※１．授権株式数 普通株式 47,000千株

発行済株式総数 普通株式 16,005千株

※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式４千株

であります。 

※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式４千株

であります。 

 ３．関係会社藤伸商事株式会社の金融機関からの借入

金59百万円に対して債務保証を行っております。 

 ３．       ────── 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、1,197百万

円であります。 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、1,712百万

円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費 30百万円 

固定資産 56 

その他 88 

合計 174 

販売費 35百万円 

固定資産 54 

その他 7 

合計 98 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

費目  販売費  一般管理費 費目  販売費  一般管理費

 百万円 百万円

荷造費 452 －

運送費 615 0

従業員給与手当 1,098 262

福利厚生費 152 82

租税公課 2 88

リース料 336 29

交際費 74 7

減価償却費 119 90

退職給付費用 94 23

賞与引当金繰入額 107 21

役員退職慰労引当金

繰入額 
－ 19

貸倒引当金繰入額 17 －

研究開発費 － 392

 百万円 百万円

荷造費 142 －

運送費 605 0

従業員給与手当 1,131 281

福利厚生費 146 161

租税公課 21 72

リース料 355 33

交際費 136 18

減価償却費 96 70

退職給付費用 119 17

賞与引当金繰入額 108 24

役員退職慰労引当金

繰入額 
－ 15

業務委託費 444 27

研究開発費 － 387

 研究開発費の主な費目別内訳は減価償却費41百万

円、賞与引当金繰入額14百万円、従業員給与手当151

百万円、リース料12百万円及び試験材料費84百万円

であります。 

 研究開発費の主な費目別内訳は減価償却費36百万

円、賞与引当金繰入額14百万円、従業員給与手当160 

百万円、リース料9百万円及び試験材料費71百万円で

あります。 

※３．研究開発費の総額は392百万円であり、全額一般管

理費に計上しております。 

※３．研究開発費の総額は387百万円であり、全額一般管

理費に計上しております。 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 5 百万円

工具器具及び備品  2  

計  8 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 0 百万円

 



前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※５．       ────── ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 
機械及び装置 0百万円 

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 0百万円 

機械及び装置 24 

車輌及び運搬具 0 

工具器具及び備品 3 

合計 29 

建物 2百万円 

機械及び装置 34 

車輌及び運搬具 0 

工具器具及び備品 1 

合計 38 

※７．解約金は、主に機械生産設備導入中止及びソフト

開発中止に伴うものであります。 

※７．解約金は、リース解約に伴うものであります。 

※８．       ────── 

  

※８．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。  

場所 用途 種類 減損損失額 

埼玉県 

北葛飾郡 
遊休資産 建物 11百万円

埼玉県 

北葛飾郡 
遊休資産 土地 67百万円

  当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位として、管理会計の区分を基準に各

営業所及び各製造部を認識しており、その区分に基

づいてグルーピングを実施しております。 

  当事業年度において、上記資産は今後の使用見込

みがなく、時価も著しく下落しているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（79百万円）として特別損失に計上しておりま

す。 

  なお、回収可能価額は、近隣の取引事例より算定

した業者評価額から処分費用見積額を控除した正味

売却価額より算定しております。 



（リース取引関係） 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車輌及び運搬具 277 164 112

工具器具及び
備品 

377 189 187

ソフトウェア  8 5 3

合計 663 359 303

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車輌及び運搬具 116 89 26

工具器具及び
備品 

369 194 174

ソフトウェア 8 6 1

合計 493 290 203

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）         同 左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 137百万円 

１年超 166百万円 

合計 303百万円 

１年内 96百万円 

１年超 106百万円 

合計 203百万円 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

（注）         同 左 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 155百万円 

減価償却費相当額 155百万円 

支払リース料 154百万円 

減価償却費相当額 154百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同 左 

 ２．       ────── ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年内 34百万円 

１年超 30百万円 

合計 64百万円 

  （減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動資産）  （百万円）

 賞与引当金 82

未払事業税否認 63

未払社会保険料否認 10

その他 1

流動繰延税金資産合計 158

流動繰延税金資産の純額 158

（固定資産）  

退職給付引当金損金算入限度超過額 216

役員退職慰労引当金 11

貸倒引当金算入限度超過額 67

有価証券評価損否認 25

会員権評価損否認 69

子会社株式評価損否認 46

その他 10

固定繰延税金資産合計 447

（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 818

固定繰延税金負債合計 818

 固定繰延税金負債の純額 370

（流動資産）  （百万円）

 賞与引当金 83

未払事業税否認 48

未払社会保険料否認 10

その他 1

流動繰延税金資産合計 144

流動繰延税金資産の純額 144

（固定資産）  

退職給付引当金 242

役員退職慰労引当金 17

貸倒引当金算入限度超過額 9

有価証券評価損否認 25

会員権評価損否認 23

子会社株式評価損否認 46

減損損失 31

その他 10

固定繰延税金資産合計 407

（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 1,152

固定繰延税金負債合計 1,152

 固定繰延税金負債の純額 745

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100の５以下であるた

め、注記を省略しております。  

同 左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額    1,783円54銭 

１株当たり当期純利益   122円38銭 

１株当たり純資産額 1,890円99銭 

１株当たり当期純利益 113円23銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 1,996 1,847 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 36 

（うち利益処分による役員賞与金） (38) (36) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,958 1,811 

期中平均株式数（株） 16,000,949 16,000,764 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

前澤工業株式会社 1,198,438 1,057 

前澤化成工業株式会社 842,400 1,975 

株式会社りそなホールディングス 817.60 331 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 22.95 29 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 28.28 27 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 20.28 36 

株式会社ヤマト 4,000 1 

佐伯建設工業株式会社 9,000 1 

Ｊマテ．ホールディングス株式会社 28,000 47 

藤村機器株式会社 3,000 2 

小計 2,085,727.11 3,509 

計 2,085,727.11 3,509 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

（投資信託受益証券） 

証券投資信託受益証券（１銘柄） 
129,072,134 151 

（貸付信託受益証券） 

貸付信託受益証券（１銘柄） 
－ 110 

（投資事業組合出資金） 

投資事業組合出資金（２銘柄） 
－ 33 

小計 129,072,134 295 

計 129,072,134 295 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産        

建物 7,007 224 
22 

(11) 
7,209 3,679 268 3,530 

構築物 247 － 0 247 206 5 40 

機械及び装置 7,022 294 469 6,846 5,453 313 1,393 

車輌及び運搬具 25 － 4 21 19 0 1 

工具器具及び備品 2,273 200 32 2,442 2,113 224 329 

土地 3,539 947 
67 

(67) 
4,419 － － 4,419 

建設仮勘定 20 － 20 － － － － 

有形固定資産計 20,137 1,666 
617 

(79) 
21,187 11,473 812 9,713 

無形固定資産        

ソフトウェア 1,088 110 124 1,074 953 130 120 

ソフトウェア仮勘定 － 224 － 224 － － 224 

その他 4 － － 4 2 0 1 

無形固定資産計 1,093 334 124 1,303 956 130 347 

長期前払費用 1 13 － 14 1 0 13 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

  建    物    事業用建物 167 百万円 

  機械及び装置    工場生産設備拡充 292 百万円 

  土    地   事業用土地 947 百万円 

  機械及び装置    加工専用機売却 258 百万円 

  機械及び装置    工場生産設備除却 211 百万円 



【資本金等明細表】 

（注）１．当期末における自己株式数は、4,955株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち68百万円は、洗替による戻入額であり、78百万円は過年度に引当済の

債権の入金による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 3,358 － － 3,358 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)１ （株） (16,005,600) (－) (－) (16,005,600) 

普通株式 （百万円） 3,358 － － 3,358 

計 （株） (16,005,600) (－) (－) (16,005,600) 

計 （百万円） 3,358 － － 3,358 

資本準備金

及びその他

資本剰余金 

(資本準備金)      

株式払込剰余金 （百万円） 3,704 － － 3,704 

合併差益 （百万円） 6 － － 6 

計 （百万円） 3,711 － － 3,711 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

(利益準備金) （百万円） 839 － － 839 

(任意積立金)      

別途積立金 (注)２ （百万円） 16,000 1,000 － 17,000 

計 （百万円） 16,839 1,000 － 17,839 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 328 17 40 147 156 

賞与引当金 204 207 204 － 207 

役員退職慰労引当金 28 15 － － 44 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 5 

 銀行預金  

  当座預金 866 

  普通預金 6,618 

  郵便振替口座 0 

  別段預金 9 

小計 7,496 

合計 7,501 

相手先 金額（百万円） 

渡辺パイプ株式会社 1,280 

冨士機材株式会社 652 

株式会社小泉 636 

安田株式会社 280 

扶桑建設工業株式会社 216 

その他 4,691 

合計 7,756 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 2,021 

５月 1,915 

６月 1,659 

７月 1,499 

８月 655 

９月以降 4 

合計 7,756 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

６）半製品 

相手先 金額（百万円） 

 渡辺パイプ株式会社 257 

 株式会社小泉 234 

 シーアイケー秩父株式会社 216 

 冨士機材株式会社 160 

 藤伸商事株式会社 67 

 その他 2,115 

合計 3,052 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,576 25,964 25,489 3,052 89.3 39.6 

区分 金額（百万円） 

樹脂配管材料 6 

鋳鉄配管材料 1 

その他 80 

合計 88 

区分 金額（百万円） 

給水バルブ 1,035 

継手 1,058 

合計 2,094 

区分 金額（百万円） 

自製部分品 352 

合計 352 



７）原材料 

（注） 青銅地金には、切粉、スクラップ、丸棒を含んでおります。 

８）仕掛品 

９）貯蔵品 

区分 金額（百万円） 

青銅地金 52 

青銅鋳物 9 

黄銅青銅部分品 226 

ステンレス部分品 18 

ＱＵＭＥＸ部分品 242 

その他 180 

合計 731 

区分 金額（百万円） 

給水バルブ 75 

継手 15 

合計 90 

区分 金額（百万円） 

発送梱包資材 8 

製品カタログ 5 

その他 42 

合計 55 



② 負債の部 

１）支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

２）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

株式会社テクノフレックス・トーラ 282 

株式会社サンコー 108 

株式会社加藤製作所 83 

日之出水道機器株式会社 54 

クボタシーアイ株式会社 54 

その他 320 

合計 903 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 277 

５月 184 

６月 204 

７月 236 

合計 903 

相手先 金額（百万円） 

株式会社阿部製作所 462 

前澤化成工業株式会社 401 

睦合金工業株式会社 290 

株式会社大東製作所 254 

Ｊマテ・カッパプロダクツ株式会社 214 

その他 2,618 

合計 4,241 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告がで

きない場合は、日本経済新聞にて掲載を行う。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100,000株券 10,000株券 1,000株券 100株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 

平成18年３月31日現在の保有株式数100株以上1,000株未満の株主に対して新

潟県魚沼産こしひかり３㎏を、保有株式数1,000株以上の株主に対して新潟県

魚沼産こしひかり５㎏を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】   

当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第49期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

（2）半期報告書  

（第50期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

前澤給装工業株式会社   

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼 美  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている前澤給

装工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤

給装工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

前澤給装工業株式会社   

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼 美  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている前澤給

装工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤

給装工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

前澤給装工業株式会社   

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼 美  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている前澤給

装工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤給装

工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

前澤給装工業株式会社   

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼 美  印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堀之北 重久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている前澤給

装工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤給装

工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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